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環境被害が総排出量により決定さ
れる場合（今までの仮定）

 これまでは、個々の企業が排出する汚染物の排
出量（ei）を合計した排出総量（E）が環境被害
(D)の程度を決定すると仮定していた。
 E = e1 + e2 + --- + ei +--- + en
 D = D(E)

 従って、どの企業が排出削減を行っても社会的
な便益が同一であると仮定されていた。

 この場合は、削減費用が一番安い企業が対策
をすることが望ましい。
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個々の企業の排出状況が問題とな
る場合（地理的影響）

 しかし多くの場合は、個々の企業の排出状況に
より環境被害の程度が影響を受ける。

下流

上流

同じ様に排水をしても、上
流と下流では環境被害の
発生の仕方は異なる。
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地理的条件の影響

 同一の技術を利用し、同じ量の生産物を生産し、同じ量
の汚染物質を排出しても、地理的条件が異なるため汚
染被害の程度が異なる場合が考えられる。

 地点１における被害関数

 D1 = D1（e1） = 20 e1

 地点２における被害関数

 D2 = D2（e2） = 10 e2

 環境被害
 D = D1 + D2 + - - - + Di + - - - Dn



2

2016/11/1 環境経済学１ 松本茂 5

税率の異なる環境税の利用

 環境汚染の被害が汚染物質の排出量だけで単
純に決まらない場合、企業・地域間で税率の異
なる環境税を利用し厚生水準を改善しうる。

 例 地域１の税率を t1 とし、地域２の税率を t2 と
する。
 t1 = MD1（e1

*）

 t2 = MD2（e2
*）

 各地域で汚染物質が排出される時の限界被害
MD（e*）とその地域の税率を一致させる。
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First-Best Outcome
 地域別の環境税
 各地域で汚染物質が排出された時の限界被害 MD とその地

域の税率を一致させる。

 t i = MD i（ei）

 排出量の調整
 各汚染源は税率と限界削減費用が一致する水準で排出を行う。

 t i = MC i（ei）

 最適化条件（First-Best Outcome）
 t i = MD i（ei） = MC i（ei）

 この式は、各地域で限界被害と限界費用が一致する水準で汚
染物質が排出されることを示す。
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First-Best Outcomeは達成でき
るか？

 First-Best Outcomeを達成するためには、環境
税の税率と限界被害額を一致されなければなら
ない。

 第1に、地域別の環境被害額を推計することは
非常に難しい。

 第2に、地域間で税率を変化させた場合、汚染
源が生産活動について虚偽の申告する可能性
がある。
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個々の汚染源の排出状況が問題と
なる場合（規模の効果）

 排出量の増加に応じ、限界被害が増加する場合

e

MD

 ea < eb

 MD（ea） < MD（eｂ）

ea eｂ

MD（eｂ）

MD（ea）
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規模の効果が影響する場合

 この場合、既に汚染物質を沢山を排出している
企業が更に排出を行う場合と余り汚染物資を排
出していない企業が汚染物資を排出する場合で
環境に対する影響は異なる。
 D（ea） + D（eb） # D（ea  - e） + D（eb + e）
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企業タイプと差別的な環境税

 2種類の企業がある。

 一方の企業の汚染物質の限界削減費用は、もう
一方の企業のそれよりも小さい。

 限界削減費用の小さい企業をL-Type、限界削
減費用の大きい企業をH-Typeとよぶ。

 L-Typeの企業の限界削減費用をMCL 、H-Type
の企業の限界削減費用はMCH とする。
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2-Typeの企業の限界削減費用

e

MCL

MCH

金額
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環境被害の発生

 汚染水準に応じて、汚染物質の限界環境被害
が変化する。

 汚染水準が高い状態で更に汚染物質が排出さ
れる場合の方が、汚染水準が低い状態で汚染
物質が排出されるよりも、被害の程度は大きい。
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企業のタイプと最適環境税

e

MCL

MCH

金額
MD

eL
* eH

*

t*
tH

tL

eL
L eH

H

均一の環境税のもとでは、L-Typeの企
業は過小に、H-Typeの企業は過剰に排
出することとなる。
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均一税を利用した場合の厚生損失
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First-Best Outcome
 最適化条件

 tH = MD（eH
H） = MCH（eH

H）

 tL = MD（eL
L） = MCL（eL

L）

 企業のタイプによって異なる環境税適用すること
によって社会厚生の改善を望める。

 しかし、そのためには企業のタイプを知る必要が
ある。

 それが分かるようなら苦労はない。
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自己申告の利用

 企業に自分のタイプを申告させることは出来な
いだろうか？

 企業は低い税率の環境税を好むため、H-Ｔｙｐｅ
の企業もL-Ｔｙｐｅであると申告する。
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虚偽の申告による厚生損失の増加
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虚偽申告の防止策

 企業の費用
 TCi（ei） = Ci（ei） + ti ei

 H-Type企業の虚偽申告防止
 虚偽申告を防止するためには、正直に申告した時に

報酬を与えるか、虚偽の申告を見つけた時に制裁を
科す必要がある。

 例えば、報酬を与えることとし、報酬額をRとすると、
以下の条件が満たされる必要がある。

 CH（eH
H） + tH eH

H - R < CH（eH
L） + tLeH

L

 正直に申告した時の費用 ＜ 虚偽申告した時の費用


